地方自治体の租税支出レポート : 自動車環境税制における兵庫県の租税支出を題材として by 大野 桂
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 金子（2012), p. 84.
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E Bつの計測方法は上村（2008), p. 5。各国の状況は渡瀬（2008), pp. 10-11など。
A 渡瀬（2008), pp. 16-17.
 古田（2011), p. 49.
J 神野（2007), p. 121，貝塚（2003), p. 43.
P 貝塚（2003), pp. 51-54.
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10 田中（2003）。
11 稲沢（2012a), p. 5, pp. 21-26.















































































































（出所）日高（2010), pp. 59-60、古田（2011), pp. 49-50、平川・成宮（2012), pp. 32-33及び末永（2012),
p. 283をもとに筆者作成。
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17 前田（2010), pp. 126-146、名古屋市（2012）による。
18 大阪市（2013）による。
19 兵庫県税の課税状況調については、兵庫県税務課より提供を受けた。
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20 総務省自動車関係税制に関する研究会（2010）による。
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21 総務省自動車関係税制に関する研究会（2010), p. 17.
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22 総務省自動車関係税制に関する研究会（2010）による。
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25 実際の税額とは異なり端数処理が織り込まれないためやや大きな数値となるものと思われる。





















































































150万円超250万円以下 計 38 73,254
200万円超250万円以下 19 39,731
150万円超200万円以下 19 33,523
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26 本来は、事務費、電算システム経費等の間接経費も考慮すべきではあるが、本稿においては割愛する。
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27 古田（2011), p. 60.
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